
2017年度の防衛省による大学の軍事研究予算が

110億円と発表されました（昨年度は6億円）。私

たちは「二度と戦争を繰り返さない」という決意

のもと、戦後一貫して大学の戦争協力に反対し続

けてきました。いまこそ、その真価が問われると

きです。全学連は2017年、大学の軍事研究＝戦争

協力を阻止すべく、全国大学反戦ストライキを呼

びかけます。

韓国ではパククネ政権を打倒する労働者・学生・

市民のストライキやデモが昨年10月以降巻き起こ

り、その闘いは「財閥解体」「労働者権力樹立」

を掲げた闘いに発展しています。

韓国に続き、日本でも安倍政権を倒す闘いを巻

き起こそう！

◆軍事研究の狙いは朝鮮侵略戦争

安倍政権は昨年末に真珠湾を訪問しペテン的な

「平和」を演出する一方で、韓国・釜山の日本総

領事館前に新たに設置された軍隊慰安婦像に対し

ては「ただちに撤去せよ」と迫り、駐韓外交官を

全員一時帰国させるなどの挑発行為を行っていま

す。これに対して韓国の人民は日韓合意そのもの

への怒りを含めて激しく反発しています。過去の

戦争が間違っていたと言うのなら、なぜこのよう

な対応をとるのでしょうか。そもそも一昨年の
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全国大学反戦ストへ！

1月11日付朝日新聞

昨年12月28日に釜山に設置された軍隊慰安婦少女像

昨年12月31日の韓国100万人集会。10月か

らののべ集会参加者数は1千万を超えた。



「日韓合意」には「解決に向けた努力」とあるだ

けで「少女像の撤去」など一言も言ってません。

安倍政権の真の狙いは「戦後レジームの脱却」で

あり、それは過去の戦争を反省するのではなくて、

戦後はもう終わりにして新たな戦争＝朝鮮侵略戦

争をするということです。だからこそ安倍は集団

的自衛権の行使容認や安保関連法＝戦争法の強行

採決、日韓軍事同盟（GSOMIA）の戦後初の締結、

そして憲法9条や緊急事態条項を柱とする改憲に

突き進もうとしているのです。大学の軍事研究は

その一環です。

◆大学の研究が「特定秘密」に

1月4日付東京新聞で、大学の軍事研究が「特定

秘密保護法」の対象となりうるとの記事（右）が

出されました。同記事によれば、秘密保護法を所

管する内調が「防衛省が指定すれば、大学は特定

秘密の適合事業者になりえる」と言っているそう

です。事実上、建前である「軍民共用」もかなぐ

り捨て、研究内容は防衛省が独占し一切秘密にし

ていくということです。しかも「特定秘密」を漏

らした者には罰則として最高で10年の懲役が課せ

られます。まさに大学自治の解体そのものです。

◆大学の商業化こそ最大の戦争協力

大学ではこの20年あまり、私立国立問わずに商

業化政策が進められてきました。その結果として

高い学費と奨学金ビジネスで学生は生活苦に叩き

込まれ、就活競争に追い立てられ、ビラまきや立

て看板などの政治活動は禁止され学生自治や団結

が解体されていきました。一方で産学連携の名の

もと企業と結託し金儲けを追求し、原発政策にも

手を染め御用学者を大量に生み出していきました。

このような腐敗した大学が防衛省と結びついて軍

事研究を行うのも必然的流れですらあります。一

切の原因は大学の商業主義化にこそあります。

2011年3･11以降、私たち全学連は大学のこうし

た商業主義化と原発推進政策に対決するため、学

生の団結体＝自治会建設を全国で進めてきました。

とりわけ京都大においては2012年に自治会を再建

し、2015年にはバリケードストライキを打ち抜き

（左下写真）大学の商業化と軍事研究に具体的な

反対の行動を作り出してきました。これに対して

京都大当局は4人の学生に無期停学処分を下し、

さらに看板の禁止など弾圧を強めています。

しかしこうした弾圧は学生の怒りと団結の拡大

をもたらし、第２波ストライキに向けた闘いが発

展しています。韓国のような闘いは日本でも必ず

できます。

2017年、全国の大学からストライキを巻き起こ

し、大学を学生の手に取り戻そう！

1月4日付東京新聞

2015年10月27日、「軍事研究阻止」を掲げ

て闘われた京大反戦バリケードストライキ


